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新旧対照表（改正部分のみ） 25 補正関連等 

新 旧 

第 2章 福祉医療貸付事業 第 2章 福祉医療貸付事業 

第 1節 福祉貸付事業 第 1節 福祉貸付事業 

（保証人） 

第 20条 保証人は、必要に応じてたてさせる。 

（保証人） 

第20条 保証人は、原則として立てさせるものとする。 

第 2節 医療貸付事業 第 2節 医療貸付事業 

（国立病院等又は社会保険病院等の資産の譲受に要する資金の貸付け） （国立病院等又は社会保険病院等の資産の譲受に要する資金の貸付け） 

第 27条 (略) 第 27 条 (略) 

2 「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構における社会保険病院、

厚生年金病院及び船員保険病院の譲渡等について」（平成 24 年 8 月 14 日厚

生労働省発年 0814 第 1号）に基づき、独立行政法人年金・健康保険福祉施

設整理機構から社会保険病院又は厚生年金病院（それぞれに併設される介護

老人保健施設及び看護専門学校を含む。以下「社会保険病院等」という。）

の用に供されている資産の譲渡を受け、当該資産を引き続き医療機関（それ

ぞれに併設される介護老人保健施設及び看護専門学校を含む。）の用に供し

ようとする場合の資金の貸付けについては、第 22条から第 26 条までの規定

にかかわらず、次の各号に掲げるところによるものとする。 

2 「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構における社会保険病院及

び厚生年金病院の譲渡等について」（平成 21年 3月 6 日厚生労働省発社保第

0306001 号）に基づき、独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構から

社会保険病院又は厚生年金病院（それぞれに併設される介護老人保健施設及

び看護専門学校を含む。以下「社会保険病院等」という。）の用に供されて

いる資産の譲渡を受け、当該資産を引き続き医療機関（それぞれに併設され

る介護老人保健施設及び看護専門学校を含む。）の用に供しようとする場合

の資金の貸付けについては、第 22条から第 26 条までの規定にかかわらず、

次の各号に掲げるところによるものとする。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

第10章 競争入札その他契約に関する基本的事項 第10章 競争入札その他契約に関する基本的事項 

(競争入札その他契約に関する基本的事項) (競争入札その他契約に関する基本的事項) 

第56条 (略) 第56条 (略) 

2 1994年4月15日マラケシュで作成された政府調達に関する協定(平成7年条約

第23号)、2012年3月30日ジュネーブで作成された政府調達に関する協定を改

正する議定書によって改正された協定（以下「改正協定」という。）その他

の国際約束を実施するため、機構の締結する契約のうち国際約束の適用を受

けるものに関する事務の取扱いについては、機構が別に定めるものとする。 

2 政府調達に関する協定(平成7年条約第23号)その他国際約束の対象となる契

約については、機構が定めた調達手続きによるものとする。 

附 則 附 則 

（医療機関の耐震化整備に係る貸付けの特例） （医療機関の耐震化整備に係る貸付けの特例） 

第 19条 平成 21年 6月 5 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、医療

提供体制施設整備交付金交付要綱（平成 21年 3月 30 日厚生労働省発医政第

0330004 号）及び医療施設耐震化臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 6

月 5 日医政発第 0605010 号）に規定する耐震化整備指定医療機関が行う耐震

化整備事業のための貸付けに係る貸付金の利率については、第 24 条の規定

にかかわらず、機構の理事長が定めるものとする。 

第 19条 平成 21年 6月 5 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、医療

施設耐震化臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 6 月 5日医政発第 0605010

号）に規定する耐震化整備指定医療機関が行う耐震化整備事業のための貸付

けに係る貸付金の利率については、第 24 条の規定にかかわらず、機構の理

事長が定めるものとする。 

資料３－４－① 
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（社会福祉施設等の耐震化等整備に係る貸付けの特例） （社会福祉施設等の耐震化等整備に係る貸付けの特例） 

第 21 条 平成 21 年 8 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、社

会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成 17年 10 月 5日厚生労働

省発社援第 1005003 号）、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平

成 20 年 6 月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号）、安心こども基金管理運

営要領（平成 21年 7月 1日雇児発 0701 第 3号）及び社会福祉施設等耐震化

等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 7 月 31 日雇児発 0731 第 1 号・社

援発 0731 号第 3 号）に規定する社会福祉施設等が行う耐震化等整備事業の

ための貸付けに係る貸付金の利率については、第 7条の規定にかかわらず、

機構の理事長が定めるものとし、貸付金の限度額については、第 17 条の規

定にかかわらず、次の各号のいずれか低い額とする。 

第 21 条 平成 21 年 8 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、社

会福祉施設等耐震化等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 7 月 31 日雇児

発 0731 第 1 号・社援発 0731 号第 3号）及び安心こども基金管理運営要領（平

成 21年 7月 1日雇児発 0701 第 3 号）等に規定する社会福祉施設等が行う耐

震化等整備事業のための貸付けに係る貸付金の利率については、第 7条の規

定にかかわらず、機構の理事長が定めるものとし、貸付金の限度額について

は、第 17条の規定にかかわらず、次の各号のいずれか低い額とする。 

 

 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

2 平成 25 年 2 月 26 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、社会福祉

施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成 17年 10 月 5 日厚生労働省発社

援第 1005003 号）、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平成 20年

6 月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号）及び社会福祉施設等耐震化等臨時

特例基金管理運営要領（平成 21年 7月 31 日雇児発 0731 第 1号・社援発 0731

号第 3 号）に基づく整備事業のうち、「社会福祉施設等の津波対策としての

高台移転整備に係る独立行政法人福祉医療機構の融資について」（平成●年

●月●日雇児発●●●●第●号・社援発●●●●第●号・老発●●●●第●

号）の●の●に規定する対象事業のための貸付けに係る貸付金の利率につい

ては、第 7条及び前項の規定にかかわらず、利子を徴しないものとし、貸付

金の限度額については、第 17 条及び前項の規定にかかわらず、次の各号の

いずれか低い額とする。 

2 平成 25 年 2 月 26 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、社会福祉

施設等耐震化等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 7月 31 日雇児発 0731

第 1 号・社援発 0731 号第 3号）に基づく整備事業のうち、「社会福祉施設等

の津波対策としての高台移転整備に係る独立行政法人福祉医療機構の融資

について」（平成 25 年 2 月 26 日雇児発 0226 第 4 号・社援発 0226 第 7 号・

老発 0226 第 1号）の 1の（1）に規定する対象事業のための貸付けに係る貸

付金の利率については、第 7条及び前項の規定にかかわらず、利子を徴しな

いものとし、貸付金の限度額については、第 17 条及び前項の規定にかかわ

らず、次の各号のいずれか低い額とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（介護基盤の緊急整備に係る貸付けの特例） （介護基盤の緊急整備に係る貸付けの特例） 

第 22条 (略) 第 22 条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 前項の期間において、介護基盤緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平

成 21年 8月 20 日老発 0820 第 5 号）等に基づく整備事業のうち、「社会福祉

施設等の津波対策としての高台移転整備に係る独立行政法人福祉医療機構

の融資について」（平成●年●月●日雇児発●●●●第●号・社援発●●●

●第●号・老発●●●●第●号）の●の●に規定する対象事業のための貸付

けに係る貸付金の利率及び貸付金の限度額については、第 7 条、第 17 条、

3 前項の期間において、介護基盤緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平

成 21年 8月 20 日老発 0820 第 5 号）等に基づく整備事業のうち、「社会福祉

施設等の津波対策としての高台移転整備に係る独立行政法人福祉医療機構

の融資について」（平成 25 年 2月 26 日雇児発 0226 第 4号・社援発 0226 第 7

号・老発 0226 第 1 号）の 1 の（2）又は（3）に規定する対象事業のための

貸付けに係る貸付金の利率及び貸付金の限度額については、第 7 条、第 17
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第 24 条、第 26条及び前 2 項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 条、第 24条、第 26条及び前 2項の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

  (略) (略) (略)    (略) (略) (略)  

（スプリンクラー整備に係る貸付けの特例） （スプリンクラー整備に係る貸付けの特例） 

第 23条 平成 26 年 2 月 6 日から平成 26年 3月 31 日までの間において、第 4

条第 1項の表の「貸付対象施設」の欄のエ及びク中「軽費老人ホームのうち

A型及び B型にあっては、第 17条第 2項第 1号及び第 2号に該当する場合に

限る。」とあるのは「軽費老人ホームのうち A型及び B型にあっては、第 17

条第2項第1号及び第2号に該当する場合並びに介護基盤緊急整備等臨時特

例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5 号）等により、ス

プリンクラー設備を設置するための貸付けを行う場合に限る。」とする。 

第 23条 (新設) 

2 平成 21 年 8 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介護基盤

緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5

号）等により、有料老人ホームであって、厚生労働大臣の定める基準（平成

17 年厚生労働省告示第 209 号）第 4号に該当するものの貸付けの相手方につ

いては、第 4条第 1項の規定にかかわらず、法人とする。 

  平成 21 年 8 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介護基盤

緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5

号）により、有料老人ホームであって、厚生労働大臣の定める基準（平成 17

年厚生労働省告示第 209 号）第 4号に該当するものの貸付けの相手方につい

ては、第 4条第 1項の規定にかかわらず、法人とする。 

3 前項の期間において、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平

成 17 年 10 月 5 日厚生労働省発社援第 1005003 号）、次世代育成支援対策施

設整備交付金交付要綱（平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612001号）、

社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金管理運営要領（平成 21年 7月 31 日雇

児発 0731 第 1号・社援発 0731 号第 3 号）及び介護基盤緊急整備等臨時特例

基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5 号）等により、スプ

リンクラー設備を設置するための貸付けに係る貸付金の利率については、第

7 条の規定にかかわらず、機構の理事長が定めるものとし、貸付金の限度額

については、第 17 条の規定にかかわらず、次の各号のいずれか低い額とす

る。 

2 前項の期間において、社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金管理運営要領

（平成 21年 7月 31 日雇児発 0731 第 1号・社援発 0731 号第 3号）及び介護

基盤緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820

第 5 号）により、スプリンクラー設備を設置するための貸付けに係る貸付金

の利率については、第 7条の規定にかかわらず、機構の理事長が定めるもの

とし、貸付金の限度額については、第 17 条の規定にかかわらず、次の各号

のいずれか低い額とする。 

(1)・(2) (略) (1)・(2) (略) 

4 平成 26年 2月 6日から平成 26年 3月 31 日までの間において、医療施設等

施設整備費補助金交付要綱（昭和 54年 7月 27 日厚生省発医第 137 号）並び

に地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推

進交付金交付要綱（平成 24 年 7 月 17 日厚生労働省発老 0717 第 2 号）によ

り、スプリンクラー設備を設置するための貸付けに係る貸付金の利率につい

ては、第 24 条の規定にかかわらず、機構の理事長が定めるものとし、貸付

金の限度額については、第 26 条の規定にかかわらず、所要資金の 100 分の

90 以内の額とする。 

（新設） 
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（定期借地権利用による整備促進特別対策事業に係る貸付けの特例） （定期借地権利用による整備促進特別対策事業に係る貸付けの特例） 

第 24条 平成 22年 4月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介護

職員処遇改善等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8月 3日老発 0803 第

1 号）並びに地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉

空間整備推進交付金交付要綱（平成 24年 7月 17 日厚生労働省発老 0717 第 2

号）に規定する定期借地権利用による整備促進特別対策事業のための貸付け

に係る貸付金の使途、償還期間及び据置期間、貸付対象、貸付金の限度額並

びに利率については、第 6条、第 16 条、第 22条、第 23条、第 26 条及び附

則第 22 条中「土地取得資金」とあるのは「土地取得資金（定期借地権設定

に際して土地所有者に支払われた一時金（賃料の前払いとして授受されたも

のに限る。）を含む。）」とする。 

第 24条 平成 22年 4月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介護

職員処遇改善等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8月 3日老発 0803 第

1 号）に規定する定期借地権利用による整備促進特別対策事業のための貸付

けに係る貸付金の使途、償還期間及び据置期間、貸付対象、貸付金の限度額

並びに利率については、第 6条、第 16条、第 22条、第 23条、第 26条及び

附則第 22 条中「土地取得資金」とあるのは「土地取得資金（定期借地権設

定に際して土地所有者に支払われた一時金（賃料の前払いとして授受された

ものに限る。）を含む。）」とする。 

附 則（平成26年3月●日厚生労働大臣認可）  

第 1 条 この業務方法書の一部変更は、平成 26 年 3 月●日から施行し、平成

26 年 2 月 6 日から適用する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

(1)第 20 条の改正規定 平成 26 年 2 月 1 日 

(2)第 56 条第 2項の改正規定 改正協定が日本国において効力を生ずる日 

 

第 2 条 第 56 条第 2 項の変更の施行の際施行の日前において行われた告示そ

の他の契約の申込みの誘引に係る契約で同日以降に締結されるものに関す

る事務については、変更前の同項の規定は、同項の変更の施行後も、なおそ

の効力を有する。 
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新旧対照表（改正部分のみ） 26 予算関連 

新 旧 

第 2章 福祉医療貸付事業 第 2章 福祉医療貸付事業 

第 1節 福祉貸付事業 第 1節 福祉貸付事業 

（貸付けの相手方） （貸付対象） 

第4条 機構法第12条第1項第1号の規定に基づく貸付けの相手方は、次の表の

「貸付対象施設」の欄の区分に応じ「貸付けの相手方」の欄に掲げる者とす

る。 

第4条 機構法第12条第1項第1号の規定に基づく貸付けの対象となる社会福祉

事業施設は、次の表の「貸付対象施設」の欄に掲げる施設とし、貸付けの相

手方は、同表の「貸付対象施設」の区分に応じ「貸付けの相手方」の欄に掲

げる者とする。 

 貸付対象施設 貸付けの相手方   貸付対象施設 貸付けの相手方  

 ア～セ （略） （略）   ア～セ （略） （略）  

 ソ 施行令第1条第5号に規定する施設であ

って、厚生労働大臣の定める基準（平成

26年厚生労働省告示第●号）に該当する

もの（安心こども基金管理運営要領（平

成21年7月1日雇児発0701第3号）の規定に

より整備するものに限る。(以下「認可を

目指す認可外保育施設及び小規模保育事

業」という。) 

施行令第2条第9号に規定

する法人 

  (新設) (新設)  

 タ （略） （略）   ソ （略） （略）  

 チ （略）    タ （略）   

2 機構法第 12 条第 1項第 5 号の規定に基づく貸付けの相手方は、次の各号に

掲げる事業（以下「在宅サービス事業」という。）を行う者とする。 

 

2 機構法第 12 条第 1項第 5号の規定に基づく貸付けの対象となる事業は、次

の各号に掲げる事業（以下「在宅サービス事業」という。）とし、貸付けの相

手方は、当該事業を行う者とする。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

3 (略) 3 (略) 

4 機構法第 12 条第 1項第 6 号の規定に基づく貸付けの相手方は、次の各号に

掲げる事業を行う者とする。 

4 機構法第 12 条第 1項第 6号の規定に基づく貸付けの対象となる事業は、次

の各号に掲げる事業とし、貸付けの相手方は、当該事業を行う者とする。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

5 社会福祉法人の経営の高度化に必要な資金に係る貸付けの相手方について

は、前各項の規定にかかわらず、機構法第 12 条第 1 項第 1 条から第 3 号ま

で、第 5号及び第 6号に規定する社会福祉法人とする。 

(新設) 

（貸付金の使途） （貸付金の使途） 

第6条 第 4条第1項の表のアからケまで及びソに掲げる施設に対する貸付金 第6条 第 4条第1項の表のアからケまでに掲げる施設に対する貸付金の使途

資料３－４－② 
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の使途は、当該施設の設置、整備又は経営に必要な資金で次の各号に掲げ

るものとする。ただし、旧債返済資金又は転貸資金は融通しない。 

(1)・(2) （略） 

は、当該施設の設置、整備又は経営に必要な資金で次の各号に掲げるもの

とする。ただし、旧債返済資金又は転貸資金は融通しない。 

(1)・(2) （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第 4条第1項の表のタ及びチに掲げる施設(当該施設に対応する貸付けの相

手方が設置し、又は経営するものに限る。)並びに在宅サービス事業に対す

る貸付金の使途は、当該施設又は当該事業の設置、整備又は経営に必要な資

金で次の各号に掲げるものとする。ただし、旧債返済資金又は転貸資金は融

通しない。 

 (1)・(2) （略） 

3 第4条第1項の表のソ及びタに掲げる施設(当該施設に対応する貸付けの相

手方が設置し、又は経営するものに限る。)並びに在宅サービス事業に対す

る貸付金の使途は、当該施設又は当該事業の設置、整備又は経営に必要な資

金で次の各号に掲げるものとする。ただし、旧債返済資金又は転貸資金は融

通しない。 

(1)・(2) （略） 

4 （略） 4 （略） 

5 社会福祉法人の経営の高度化に必要な資金に係る貸付金の使途は、前各項

の規定にかかわらず、経営資金とする。 

(新設) 

（利子を徴しない貸付金） （利子を徴しない貸付金） 

第 10 条 「津波避難対策緊急事業計画における集団移転促進事業に関連して

移転が必要と認められる施設に係る独立行政法人福祉医療機構の融資につ

いて（P）」（平成●年●月●日雇児発●第●号・社援発●第●号・老発●第

●号）に規定する施設の整備事業のための貸付けに係る貸付金の利率につい

ては、第 7条の規定にかかわらず、利子を徴しないものとする。 

第 10条 削除 

第 13条 災害が発生した場合に貸し付ける社会福祉事業施設(第4条第1項の

表のコからチまでに掲げる施設を除く。)の設置・整備資金については、第 7

条の規定にかかわらず、利子を徴しないものとする。 

第13条 災害が発生した場合に貸し付ける社会福祉事業施設(第4条第1項の

表のコからタまでに掲げる施設を除く。)の設置・整備資金については、第

7条の規定にかかわらず、利子を徴しないものとする。 

（償還期間及び据置期間） （償還期間及び据置期間） 

第 16 条 第 4 条の規定による貸付金の償還期間は、次の各号に定めるところ

によるものとする。 

第 16 条 第 4 条の規定による貸付金の償還期間は、次の各号に定めるところ

によるものとする。 

(1)設置・整備資金 (1)設置・整備資金 

ア～エ (略) ア～エ (略) 

(2)経営資金 (2)経営資金 

施設の経営に必要な資金 5 年以内（ただし、社会福祉法人の経営の高

度化に必要な場合又は災害若しくは感染症等当該施設の責に帰することが

できない事由により機能を停止した場合にあっては、機構の理事長が別に

定める。） 

施設の経営に必要な資金 5 年以内（ただし、災害又は感染症等当該施

設の責に帰することができない事由により機能を停止した場合にあって

は、機構の理事長が別に定める。） 

2 第 4 条の規定による貸付金の据置期間は、次の各号に定めるところによるも

のとする。 

2 第 4 条の規定による貸付金の据置期間は、次の各号に定めるところによるも

のとする。 
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(1) 設置・整備資金 （略） (1) 設置・整備資金 （略） 

(2) 経営資金 6月以内（ただし、社会福祉法人の経営の高度化に必要な場

合又は災害若しくは感染症等当該施設の責に帰することができない事由

により機能を停止した場合にあっては、機構の理事長が別に定める。） 

(2) 経営資金 6月以内（ただし、災害又は感染症等当該施設の責に帰する

ことができない事由により機能を停止した場合にあっては、機構の理事長

が別に定める。） 

（貸付金の限度額） （貸付金の限度額） 

第 17条 貸付金の限度額は、次の各号に掲げるとおりとする。 第 17条 貸付金の限度額は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 第4条第1項の表のアからコまでに掲げる施設及びソに掲げる施設並び

に同条第 4項に掲げる事業については、次のいずれか低い額 

(1) 第4条第1項の表のアからコまでに掲げる施設及び同条第4項に掲げる

事業については、次のいずれか低い額 

ア （略） ア （略） 

(ア)・（イ） （略） (ア)・（イ） （略） 

（ウ）児童福祉法に規定する乳児院及び児童養護施設（第８条に規定す

る貸付けであって、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平

成 20年 6月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号）により、家庭的養

護のための貸付けに限る。） 所要資金の 100 分の 85 

（ウ）児童福祉法に規定する乳児院及び児童養護施設（第８条に規定す

る貸付けであって、平成 24 年度次世代育成支援対策施設整備交付金

（児童養護施設等の家庭的養護への転換に係る分）交付要綱（平成 25

年２月 26日厚生労働省発雇児 0226 第３号）に規定する整備事業に係

る貸付けに限る。） 所要資金の 100 分の 85 

(エ)・（オ） （略） (エ)・（オ） （略） 

  イ （略）   イ （略） 

(2) 第 4条第 1項の表のサからスまで、タ及びチに掲げる施設並びに在宅サ

－ビス事業については、所要資金の 100 分の 70 

(2) 第 4 条第 1 項の表のサからスまで、ソ及びタに掲げる施設並びに在宅

サ－ビス事業については、所要資金の 100 分の 70 

2 次の各号に該当する場合にあっては、前項の規定にかかわらず、機構の理

事長が別に定める。 

2 次の各号に該当する場合にあっては、前項の規定にかかわらず、機構の理

事長が別に定める。 

(1)・(2) (略) (1)・(2) (略) 

(3) 「津波避難対策緊急事業計画における集団移転促進事業に関連して移転

が必要と認められる施設に係る独立行政法人福祉医療機構の融資について

（P）」（平成●年●月●日雇児発●第●号・社援発●第●号・老発●第●号）

に規定する施設の整備事業のために貸付けを行う場合 

（新設） 

(4)～(6) (略) (3)～(5) (略) 

(7) 社会福祉法人の経営の高度化のために経営資金の貸付けを行う場合 （新設） 

第 2節 医療貸付事業 第 2節 医療貸付事業 

（貸付けの相手方） （貸付対象） 

第 22条 機構法第 12 条第 1項第 2号の規定に基づく貸付けの相手方は、次の

表の「貸付対象施設」の欄に掲げる施設（以下「医療関係施設」という。）

の区分に応じ「貸付けの相手方」の欄に掲げる者とする。 

 

第 22条 機構法第12条第 1項第 2号の規定に基づく貸付けの対象となる施設

は、次の表の「貸付対象施設」の欄に掲げる施設（以下「医療関係施設」と

いう。）とし、貸付けの相手方は、同表の「貸付対象施設」の区分に応じ「貸

付けの相手方」の欄に掲げる者とする。 
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2 機構法第 12条第 1項第 3号の規定に基づく貸付けの相手方は、指定訪問看

護事業（介護保険法第 41 条第 1 項本文の指定に係る同法第 8 条第 1 項に規

定する居宅サービス事業（同条第 4 項に規定する訪問看護を行う事業に限

る。）及び同法第 53 条第 1項本文の指定に係る同法第 8条の 2第 1項に規定

する介護予防サービス事業（同条第 4項に規定する介護予防訪問看護を行う

事業に限る。）をいう。以下この章において同じ。）を行う者であって、次の

各号に掲げるものとする。 

2 機構法第 12条第 1項第 3号の規定に基づく貸付けの対象となる事業は、指

定訪問看護事業（介護保険法第 41 条第 1項本文の指定に係る同法第 8条第 1

項に規定する居宅サービス事業（同条第 4項に規定する訪問看護を行う事業

に限る。）及び同法第 53条第 1項本文の指定に係る同法第 8条の 2第 1項に

規定する介護予防サービス事業（同条第 4項に規定する介護予防訪問看護を

行う事業に限る。）をいう。以下この章において同じ。）とし、貸付けの相手

方は、次の各号に掲げる者とする。 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 

(8) 施行令第 5条第 2号に規定する厚生労働大臣が定める次の者 

ア～ウ (略) 

(8) 施行令第 5条第 2号に規定する厚生労働大臣が定める次の者 

ア～ウ (略) 

エ 一般財団法人厚生年金事業振興団（昭和 18 年 11 月 19 日に財団法人厚

生団という名称で設立された法人をいう。）、一般財団法人船員保険会（昭

和16年11月21日に財団法人船員保険会という名称で設立された法人を

いう。）、一般社団法人日本海員掖済会（明治 31年 10 月 20 日に社団法人

日本海員掖済会という名称で設立された法人をいう。）及び一般社団法人

全国社会保険協会連合会（昭和 27 年 12 月 17 日に社団法人全国社会保険

協会連合会という名称で設立された法人をいう。） 

エ 一般財団法人厚生年金事業振興団（昭和 18年 11 月 19 日に財団法人厚

生団という名称で設立された法人をいう。）、一般財団法人船員保険会（昭

和16年11月21日に財団法人船員保険会という名称で設立された法人を

いう。）、一般社団法人日本海員掖済会（明治 31年 10 月 20 日に社団法人

日本海員掖済会という名称で設立された法人をいう。）及び社団法人全国

社会保険協会連合会（昭和 27年 12 月 17 日に社団法人全国社会保険協会

連合会という名称で設立された法人をいう。） 

(貸付金の使途) (貸付金の使途) 

第 23 条 前条の規定による貸付金の使途は、医療関係施設又は指定訪問看護

事業の設置、整備又は経営に必要な資金で次の各号に掲げるものとする。 

第 23 条 前条の規定による貸付金の使途は、医療関係施設又は指定訪問看護

事業の設置、整備又は経営に必要な資金で次の各号に掲げるものとする。 

(1) 設置・整備資金 

ア・イ (略)  

(1) 設置・整備資金 

ア・イ (略)  

ウ 次の(ｱ)及び(ｲ)に該当する場合にあっては、ア及びイにかかわらず、

機構の理事長が別に定める。 

(ｱ) 総合特別区域法（平成 23年法律第 81 号）に規定する総合特別区域

において、当該特別区域に係る計画に基づき選定された事業実施主体

が行う事業のための貸付けを行う場合 

(ｲ) 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平

成 14 年法律第 92 号）に基づき、医療施設等施設整備費補助金交付要

綱（昭和 54 年 7 月 27 日厚生省発医第 137 号）及び医療提供体制施設

整備交付金交付要綱（平成21年 3月 30日厚生労働省発医政第0330004

号）に規定する高台移転整備のための貸付けを行う場合 

（新設） 

エ (略) ウ (略) 

(2) (略) (2) (略) 
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2 (略) 2 (略) 

(利率) (利率) 

第 24 条 (略) 第 24 条 (略) 

2 次の各号に該当する場合にあっては、前項の規定にかかわらず、機構の理

事長が別に定める。 

(1) 総合特別区域法（平成 23年法律第 81 号）に規定する総合特別区域にお

いて、当該特別区域に係る計画に基づき選定された事業実施主体が行う事

業のための貸付けを行う場合 

(2) 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づ

き、医療施設等施設整備費補助金交付要綱（昭和 54 年 7 月 27 日厚生省発

医第 137 号）及び医療提供体制施設整備交付金交付要綱（平成 21 年 3 月

30 日厚生労働省発医政第 0330004 号）に規定する高台移転整備のための貸

付けを行う場合 

(新設) 

(貸付金の限度額) (貸付金の限度額) 

第 26 条 貸付金の限度額は、開設する１施設又は１事業所当たり次の各号の

いずれか低い額とする。 

第 26 条 貸付金の限度額は、開設する１施設又は１事業所当たり次の各号の

いずれか低い額とする。 

(1) 所要資金の100分の80以内の額。ただし、病院の乙種増改築資金につい

ては、所要資金の100分の75以内の額。 

(1) 所要資金の100分の80以内の額。 

(2) 前号の規定にかかわらず、次のアに掲げる資金については、所要資金

の100分の85以内の額、イ及びウに掲げる資金については、所要資金の100

分の90以内の額とし、長期運転資金のうちの経営安定化資金については、

所要資金の額とする。 

 ただし、次のアに掲げる資金については、所要資金の100分の85以内の額、

イからエまでに掲げる資金については、所要資金の100分の90以内の額と

し、長期運転資金のうちの経営安定化資金については、所要資金の額とす

る。 

ア 在宅強化型・療養強化型介護老人保健施設等に係る資金 

（削除） 

 

イ 医師法（昭和23年法律第201号）第16条の2第1項の規定による臨床研修

を行う病院（長期運転資金を除く。）に係る資金 

ウ 社会医療法人を貸付けの相手方とする医療関係施設に係る資金 

ア 在宅強化型・療養強化型介護老人保健施設等に係る資金 

イ 療養病床を有しない病院であって病床数が200床未満の病院に係る資

金 

ウ 医師法（昭和23年法律第201号）第16条の2第1項の規定による臨床研修

を行う病院（長期運転資金を除く。）に係る資金 

エ 社会医療法人を貸付けの相手方とする医療関係施設に係る資金 

(3) (略) (2) (略) 

2 次の各号に該当する場合にあっては、前項の規定にかかわらず、機構の理

事長が別に定める。 

(1) 災害が発生した場合 

(2) 「特定の病院等の範囲及び当該特定の病院等についての貸付金の限度額

等について」（平成 15 年 10 月 1日医政発第 1001001 号）に基づき貸付けを

2 災害が発生した場合、感染症等当該施設の責に帰することができない事由

により機能を停止した場合、「特定の病院等の範囲及び当該特定の病院等に

ついての貸付金の限度額等について」（平成 15年 10 月 1日医政発第 1001001

号）に基づき貸付けを行う場合、未耐震の医療機関が行う耐震化整備のため

に貸付けを行う場合、環境・エネルギー対策のために貸付けを行う場合又は
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行う場合 

(3) 未耐震の医療機関が行う耐震化整備のために貸付けを行う場合 

(4) 環境・エネルギー対策のために貸付けを行う場合 

(5) 自家発電設備整備のために貸付けを行う場合 

(6) 療養病床を有しない病院であって病床数が 200 床未満の病院に対して

貸付けを行う場合 

(7) 総合特別区域法（平成 23年法律第 81 号）に規定する総合特別区域にお

いて、当該特別区域に係る計画に基づき選定された事業実施主体が行う事

業のための貸付けを行う場合 

(8) 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づ

き、医療施設等施設整備費補助金交付要綱（昭和 54 年 7 月 27 日厚生省発

医第 137 号）及び医療提供体制施設整備交付金交付要綱（平成 21 年 3 月

30 日厚生労働省発医政第 0330004 号）に規定する高台移転整備のための貸

付けを行う場合 

(9) 感染症等当該施設の責に帰することができない事由により機能を停止

した場合 

自家発電設備整備のために貸付けを行う場合前項の規定にかかわらず、機構

の理事長が別に定める。 

（国立病院等又は社会保険病院等の資産の譲受に要する資金の貸付け） （国立病院等又は社会保険病院等の資産の譲受に要する資金の貸付け） 

第 27条 (略) 第 27 条 (略) 

2 「独立行政法人地域医療機能推進機構における社会保険病院、厚生年金病

院及び船員保険病院の譲渡等について」（平成 26年●月●日厚生労働省発年

●●●●第●号）に基づき、独立行政法人地域医療機能推進機構から社会保

険病院又は厚生年金病院（それぞれに併設される介護老人保健施設及び看護

専門学校を含む。以下「社会保険病院等」という。）の用に供されている資

産の譲渡を受け、当該資産を引き続き医療機関（それぞれに併設される介護

老人保健施設及び看護専門学校を含む。）の用に供しようとする場合の資金

の貸付けについては、第 22 条から第 26条までの規定にかかわらず、次の各

号に掲げるところによるものとする。 

2 「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構における社会保険病院、

厚生年金病院及び船員保険病院の譲渡等について」（平成 24 年 8 月 14 日厚

生労働省発年 0814 第 1 号）に基づき、独立行政法人年金・健康保険福祉施

設整理機構から社会保険病院又は厚生年金病院（それぞれに併設される介護

老人保健施設及び看護専門学校を含む。以下「社会保険病院等」という。）

の用に供されている資産の譲渡を受け、当該資産を引き続き医療機関（それ

ぞれに併設される介護老人保健施設及び看護専門学校を含む。）の用に供し

ようとする場合の資金の貸付けについては、第 22条から第 26 条までの規定

にかかわらず、次の各号に掲げるところによるものとする。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

 （総合特別区域における貸付け） 

(削除) 第 27 条の 2 総合特別区域法（平成 23年法律第 81 号）に規定する総合特別区

域において、当該特別区域に係る計画に基づき選定された事業実施主体が行

う事業に係る資金の貸付けについては、第 23 条及び第 26 条の規定にかかわ

らず、次の各号に掲げるところによるものとする。 

 (1) 貸付金の使途 
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ア 設置・整備資金 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる資金 

(ｱ) 医療関係施設又は事業所の新築資金又は増改築資金（病院、有床診

療所、無床診療所又は歯科診療所にあっては、医療法第 30 条の 11 の

規定に基づく勧告に従わなかった場合を除く。） 

(ｲ) 医療関係施設又は指定訪問看護事業に必要な機械購入資金であっ

て、新設に伴い必要なもの（病院及び助産所を除く。）又は民間金融機

関が融資しない高額な医療機器（病院に限る。） 

イ 長期運転資金 新設に伴い必要なもの（病院及び助産所を除く。） 

(2) 貸付金の限度額 

ア 設置・整備資金 所要資金の 100 分の 90 以内の額 

イ 長期運転資金 所要資金の額とし、1施設当たり1千5百万円 

第 4章 助成及び調査研究等 第 4章 助成及び調査研究等 

（助成対象事業及び対象者） （助成対象事業及び対象者） 

第 32条 機構法第12条第 1項第 7号の規定に基づく社会福祉振興事業を行う

者に対する助成（以下「助成」という。）の対象となる者は、社会福祉を振

興するための事業であって、次の各号に掲げるものを行う者とする。 

(1) 福祉活動支援事業 

(削除)   

(2) 地域連携活動支援事業 

(3) 全国的・広域的ネットワーク活動支援事業 

(削除)  

第 32条 機構法第12条第 1項第 7号の規定に基づく社会福祉振興事業を行う

者に対する助成（以下「助成」という。）の対象となる者は、社会福祉を振

興するための事業であって、次の各号に掲げるものを行う者とする。 

(1) 福祉活動支援事業 

(2) 社会参加促進活動支援事業 

(3) 地域連携活動支援事業 

(4) 全国的・広域的ネットワーク活動支援事業 

(5) 災害福祉広域支援事業 

附 則 附 則 

（石綿の除去等のための整備事業に係る貸付けの特例） （石綿の除去等のための整備事業に係る貸付けの特例） 

第７条 平成 20 年度から平成 26 年度までの間において、第４条第１項の表の

「貸付対象施設」の欄のオ及びサ中「軽費老人ホームのうちＡ型及びＢ型に

あっては、第 17 条第 2 項第 1 号及び第 2 号に該当する場合に限る。」とあ

るのは「軽費老人ホームのうちＡ型及びＢ型にあっては、第 17 条第２項第

１号及び第２号に該当する場合並びに石綿の除去等のための整備事業のた

めに貸付けを行う場合に限る。」とする。 

第７条 平成 20 年度から平成 25 年度までの間において、第 4条第 1項の表の

「貸付対象施設」の欄のオ及びサ中「軽費老人ホームのうちＡ型及びＢ型に

あっては、第 17 条第 2 項第 1 号及び第 2 号に該当する場合に限る。」とあ

るのは「軽費老人ホームのうちＡ型及びＢ型にあっては、第 17 条第２項第

１号及び第２号に該当する場合並びに石綿の除去等のための整備事業のた

めに貸付けを行う場合に限る。」とする。 

2 平成 18 年度から平成 26 年度までの間において、石綿の除去等のための整

備事業のための貸付けに係る貸付金の限度額については、第 17 条第 1 号中

「所要資金の 100 分の 75」とあるのは「所要資金の 100 分の 80」と、「所

要資金の 100 分の 70」とあるのは「所要資金の 100 分の 80（ただし、特定

有料老人ホームについては、所要資金の 100 分の 75）」と、第 17条第２号

2 平成 18 年度から平成 25 年度までの間において、石綿の除去等のための整

備事業のための貸付けに係る貸付金の限度額については、第 17 条第 1 号中

「所要資金の 100 分の 75」とあるのは「所要資金の 100 分の 80」と、「所

要資金の 100 分の 70」とあるのは「所要資金の 100 分の 80（ただし、特定

有料老人ホームについては、所要資金の 100 分の 75）」と、第 17 条第２号
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中「所要資金の 100 分の 70」とあるのは「所要資金の 100 分の 80（ただし、

第４条第１項の表のタ及びチに掲げる施設並びに在宅サービス事業につい

ては、所要資金の 100 分の 75）」と、第 26条第 1項中「所要資金の 100 分

の 80以内の額」とあるのは「所要資金の 100 分の 85 以内の額」と、「所要

資金の 100 分の 75以内の額」とあるのは「所要資金の 100 分の 80以内の額」

とする。 

中「所要資金の 100 分の 70」とあるのは「所要資金の 100 分の 80（ただし、

第４条第１項の表のソ及びタに掲げる施設並びに在宅サービス事業につい

ては、所要資金の 100 分の 75）」と、第 26 条第 1項中「所要資金の 100 分

の 80以内の額」とあるのは「所要資金の 100 分の 85 以内の額」とする。 

3 平成 19 年度から平成 26 年度までの間において、病院の乙種増改築資金又

は診療所の増改築資金のうち、医療施設近代化施設整備事業（医療施設の患

者療養環境の改善のための施設整備事業をいう。）の対象であって、療養病

床を整備するものであり、かつ、石綿の除去等のための整備事業のための貸

付けに係る貸付金の限度額については、第 26 条第１項及び前項の規定にか

かわらず、所要資金の 100 分の 90以内の額とする。 

3 平成 19 年度から平成 25 年度までの間において、病院の乙種増改築資金又

は診療所の増改築資金のうち、医療施設近代化施設整備事業（医療施設の患

者療養環境の改善のための施設整備事業をいう。）の対象であって、療養病

床を整備するものであり、かつ、石綿の除去等のための整備事業のための貸

付けに係る貸付金の限度額については、第 26 条第１項及び前項の規定にか

かわらず、所要資金の 100 分の 90以内の額とする。 

 (障害児通所支援事業又は障害児入所施設に係る貸付けの特例) 

第 8 条及び第 9条 削除 第 8条 平成 24 年度及び平成 25 年度において、次の表の左の欄中に掲げる施

設又は事業を平成 24 年 3月 31 日に行っていた法人であって、右の欄中に掲

げる施設又は事業を平成 24 年 4 月１日以降に行う法人に対する経営資金の

貸付けに係る据置期間については、第 16条の規定にかかわらず、1年以内と

し、貸付金の限度額については、第 17 条の規定にかかわらず、次の各号の

いずれか低い額とする。  

(1) 3 月分の障害児通所給付費及び障害児入所給付費相当額  

(2) 担保による貸付けについては、その担保評価額の 100 分の 80 

 

  

  障がい者制度改革推進本部等にお

ける検討を踏まえて障害保健福祉

施策を見直すまでの間において障

害者等の地域生活を支援するため

の関係法律の整備に関する法律（平

成22年12月10日法律第71号）（以下

「整備法」という。）附則第22条第

２項に規定する旧児童福祉法に規

定する知的障害児施設、知的障害児

通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不

自由児施設若しくは重症心身障害

児施設  

児童福祉法に規定する障害児通所

支援事業又は障害児入所施設 
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整備法附則第12条第１項に規定す

る旧自立支援法に規定する児童デ

イサービス  

「重症心身障害児(者)通園事業の

実施について」（平成15年11月10日

障発第1110001号）に規定する重症

心身障害児(者)通園事業 

 第 9 条 削除 

(保育所等の整備事業に係る貸付けの特例) (保育所及び放課後児童健全育成事業の整備事業に係る貸付けの特例) 

第 14 条 平成 21 年度から平成 29 年度までの間において、児童福祉法に規定

する保育所及び放課後児童健全育成事業並びに認可を目指す認可外保育施

設及び小規模保育事業の整備事業のための貸付けに係る貸付金の限度額に

ついては、第 17条の規定にかかわらず、次の各号のいずれか低い額とする。 

 (1)・(2) （略） 

第 14 条 平成 21 年度から平成 26 年度までの間において、児童福祉法に規定

する保育所及び放課後児童健全育成事業の整備事業のための貸付けに係る

貸付金の限度額については、第 17 条の規定にかかわらず、次の各号のいず

れか低い額とする。 

 (1)・(2) （略） 

 (略) (略)   (略) (略)  

（経営安定化資金の特例） （経営安定化資金の特例） 

第 15 条 平成 25 年 5 月 16 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、長

期運転資金のうちの経営安定化資金に係る償還期間及び貸付金の限度額に

ついては、第 25条及び第 26 条第 1項の規定にかかわらず、次のとおりとす

る。 

第 15 条 平成 25 年 5 月 16 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、病

院に対する長期運転資金のうちの経営安定化資金に係る償還期間及び貸付

金の限度額については、第 25条及び第 26 条第 1項の規定にかかわらず、次

のとおりとする。 

 償還期間 8 年以内   償還期間 8 年以内  

 貸付金の限度額 所要資金の額又は 3 億 6 千万円のい

ずれか低い額 
  貸付金の限度額 所要資金の額又は3億6千万円のい

ずれか低い額 
 

（医療機関の耐震化整備に係る貸付けの特例） （医療機関の耐震化整備に係る貸付けの特例） 

第 19条 平成 21年 6月 5 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、医療

提供体制施設整備交付金交付要綱（平成 21年 3月 30 日厚生労働省発医政第

0330004 号）及び医療施設耐震化臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 6

月 5 日医政発第 0605010 号）に規定する耐震化整備指定医療機関が行う耐震

化整備事業のための貸付けに係る貸付金の利率については、第 24 条の規定

にかかわらず、機構の理事長が定めるものとする。 

第 19条 平成 21年 6月 5 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、医療

提供体制施設整備交付金交付要綱（平成 21 年 3 月 30 日厚生労働省発医政第

0330004 号）及び医療施設耐震化臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 6

月 5 日医政発第 0605010 号）に規定する耐震化整備指定医療機関が行う耐震

化整備事業のための貸付けに係る貸付金の利率については、第 24 条の規定

にかかわらず、機構の理事長が定めるものとする。 

 （地域医療再生計画に係る貸付けの特例） 

第 20条 削除 第 20 条 平成 21 年 6 月 5 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、地域

医療再生基金管理運営要領（平成 21年 6月 5日医政発第 0605008 号）に規定
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する地域医療再生計画に基づく施設整備事業のための貸付けに係る貸付金の

限度額については、第 26条の規定にかかわらず、所要資金の 100 分の 90 以

内の額とする。 

2 平成 25年 2月 26 日から平成 26年 3月 31 日までの間において、地域医療再

生基金管理運営要領（平成 21年 6月 5日医政発第 0605008 号）に規定する地

域医療再生計画に基づく施設整備事業のうち高台移転整備のための貸付けに

係る貸付金の使途及び貸付金の利率については、第 23 条及び第 24 条の規定

にかかわらず、機構の理事長が定めるものとし、貸付金の限度額については、

第 26 条及び前項の規定にかかわらず、所要資金の 100 分の 95以内の額とす

る。 

（社会福祉施設等の耐震化等整備に係る貸付けの特例） （社会福祉施設等の耐震化等整備に係る貸付けの特例） 

第 21 条 平成 21 年 8 月 20 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、社

会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成 17年 10 月 5日厚生労働

省発社援第 1005003 号）、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平

成 20 年 6 月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号）、安心こども基金管理運

営要領（平成 21年 7月 1日雇児発 0701 第 3号）及び社会福祉施設等耐震化

等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 7 月 31 日雇児発 0731 第 1 号・社

援発 0731 号第 3 号）に規定する社会福祉施設等が行う耐震化等整備事業の

ための貸付けに係る貸付金の利率については、第 7条の規定にかかわらず、

機構の理事長が定めるものとし、貸付金の限度額については、第 17 条の規

定にかかわらず、次の各号のいずれか低い額とする。 

第 21 条 平成 21 年 8 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、社

会福祉施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成 17年 10 月 5日厚生労働

省発社援第 1005003 号）、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平

成 20 年 6 月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号）、安心こども基金管理運

営要領（平成 21年 7月 1日雇児発 0701 第 3号）及び社会福祉施設等耐震化

等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 7 月 31 日雇児発 0731 第 1 号・社

援発 0731 号第 3 号）に規定する社会福祉施設等が行う耐震化等整備事業の

ための貸付けに係る貸付金の利率については、第 7条の規定にかかわらず、

機構の理事長が定めるものとし、貸付金の限度額については、第 17 条の規

定にかかわらず、次の各号のいずれか低い額とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

2 平成 25 年 2 月 26 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、社会福祉

施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成 17年 10 月 5 日厚生労働省発社

援第 1005003 号）、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平成 20年

6 月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号）及び社会福祉施設等耐震化等臨時

特例基金管理運営要領（平成 21年 7月 31 日雇児発 0731 第 1号・社援発 0731

号第 3 号）に基づく整備事業のうち、「社会福祉施設等の津波対策としての

高台移転整備に係る独立行政法人福祉医療機構の融資について」（平成●年

●月●日雇児発●●●●第●号・社援発●●●●第●号・老発●●●●第●

号）の●の●に規定する対象事業のための貸付けに係る貸付金の利率につい

ては、第 7条及び前項の規定にかかわらず、利子を徴しないものとし、貸付

金の限度額については、第 17 条及び前項の規定にかかわらず、次の各号の

いずれか低い額とする。 

2 平成 25 年 2 月 26 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、社会福祉

施設等施設整備費国庫補助金交付要綱（平成 17 年 10 月 5 日厚生労働省発社

援第 1005003 号）、次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱（平成 20年

6 月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号）及び社会福祉施設等耐震化等臨時

特例基金管理運営要領（平成 21年 7月 31 日雇児発 0731 第 1号・社援発 0731

号第 3 号）に基づく整備事業のうち、「社会福祉施設等の津波対策としての

高台移転整備に係る独立行政法人福祉医療機構の融資について」（平成●年

●月●日雇児発●●●●第●号・社援発●●●●第●号・老発●●●●第●

号）の●の●に規定する対象事業のための貸付けに係る貸付金の利率につい

ては、第 7条及び前項の規定にかかわらず、利子を徴しないものとし、貸付

金の限度額については、第 17 条及び前項の規定にかかわらず、次の各号の

いずれか低い額とする。 
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(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（介護基盤の緊急整備に係る貸付けの特例） （介護基盤の緊急整備に係る貸付けの特例） 

第 22 条 平成 21 年 8 月 20 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、介

護基盤緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21年 8月 20 日老発 0820

第 5 号）等により、介護基盤の緊急整備のための貸付けに係る貸付金の限度

額については、第 17条及び第 26 条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

第 22 条 平成 21 年 8 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介

護基盤緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21年 8月 20 日老発 0820

第 5 号）等により、介護基盤の緊急整備のための貸付けに係る貸付金の限度

額については、第 17条及び第 26 条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

  (略) (略)    (略) (略)  

2 平成 25 年 2 月 26 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、介護基盤

緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5

号）等により、介護基盤の緊急整備における耐震化整備事業のための貸付け

に係る貸付金の利率については、第 7 条及び第 24 条の規定にかかわらず、

機構の理事長が定めるものとする。 

2 平成 25 年 2 月 26 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介護基盤

緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5

号）等により、介護基盤の緊急整備における耐震化整備事業のための貸付け

に係る貸付金の利率については、第 7 条及び第 24 条の規定にかかわらず、

機構の理事長が定めるものとする。 

3 (略) 3 (略) 

（スプリンクラー整備に係る貸付けの特例） （スプリンクラー整備に係る貸付けの特例） 

第 23条 平成 26 年 2 月 6 日から平成 27年 3月 31 日までの間において、第 4

条第 1項の表の「貸付対象施設」の欄のエ及びク中「軽費老人ホームのうち

A型及び B型にあっては、第 17条第 2項第 1号及び第 2号に該当する場合に

限る。」とあるのは「軽費老人ホームのうち A型及び B型にあっては、第 17

条第2項第1号及び第2号に該当する場合並びに介護基盤緊急整備等臨時特

例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5 号）等により、ス

プリンクラー設備を設置するための貸付けを行う場合に限る。」とする。 

第 23 条 平成 26年 2 月 6 日から平成 26年 3 月 31 日までの間において、第 4

条第 1項の表の「貸付対象施設」の欄のエ及びク中「軽費老人ホームのうち

A型及び B型にあっては、第 17条第 2項第 1号及び第 2号に該当する場合に

限る。」とあるのは「軽費老人ホームのうち A型及び B型にあっては、第 17

条第2項第1号及び第2号に該当する場合並びに介護基盤緊急整備等臨時特

例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5 号）等により、ス

プリンクラー設備を設置するための貸付けを行う場合に限る。」とする。 

2 平成 21 年 8 月 20 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、介護基盤

緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5

号）等により、有料老人ホームであって、厚生労働大臣の定める基準（平成

17 年厚生労働省告示第 209 号）第 4号に該当するものの貸付けの相手方につ

いては、第 4条第 1項の規定にかかわらず、法人とする。 

2 平成 21 年 8 月 20 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介護基盤

緊急整備等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8 月 20 日老発 0820 第 5

号）等により、有料老人ホームであって、厚生労働大臣の定める基準（平成

17 年厚生労働省告示第 209 号）第 4号に該当するものの貸付けの相手方につ

いては、第 4条第 1項の規定にかかわらず、法人とする。 

3 (略) 3 (略) 

4 平成 26年 2月 6日から平成 27年 3月 31 日までの間において、医療施設等

施設整備費補助金交付要綱（昭和 54年 7月 27 日厚生省発医第 137 号）並び

に地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推

進交付金交付要綱（平成 24 年 7 月 17 日厚生労働省発老 0717 第 2 号）によ

り、スプリンクラー設備を設置するための貸付けに係る貸付金の利率につい

ては、第 24 条の規定にかかわらず、機構の理事長が定めるものとし、貸付

金の限度額については、第 26 条の規定にかかわらず、所要資金の 100 分の

4 平成 26年 2月 6日から平成 26年 3月 31 日までの間において、医療施設等

施設整備費補助金交付要綱（昭和 54 年 7月 27 日厚生省発医第 137 号）並び

に地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉空間整備推

進交付金交付要綱（平成 24 年 7 月 17 日厚生労働省発老 0717 第 2 号）によ

り、スプリンクラー設備を設置するための貸付けに係る貸付金の利率につい

ては、第 24 条の規定にかかわらず、機構の理事長が定めるものとし、貸付

金の限度額については、第 26 条の規定にかかわらず、所要資金の 100 分の
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90 以内の額とする。 90 以内の額とする。 

（定期借地権利用による整備促進特別対策事業に係る貸付けの特例） （定期借地権利用による整備促進特別対策事業に係る貸付けの特例） 

第 24条 平成 22年 4月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日までの間において、介護

職員処遇改善等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8月 3日老発 0803 第

1 号）並びに地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉

空間整備推進交付金交付要綱（平成 24年 7月 17 日厚生労働省発老 0717 第 2

号）に規定する定期借地権利用による整備促進特別対策事業のための貸付け

に係る貸付金の使途、償還期間及び据置期間、貸付対象、貸付金の限度額並

びに利率については、第 6条、第 16 条、第 22条、第 23条、第 26 条及び附

則第 22 条中「土地取得資金」とあるのは「土地取得資金（定期借地権設定

に際して土地所有者に支払われた一時金（賃料の前払いとして授受されたも

のに限る。）を含む。）」とする。 

第 24条 平成 22年 4月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日までの間において、介護

職員処遇改善等臨時特例基金管理運営要領（平成 21 年 8月 3日老発 0803 第

1 号）並びに地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・福祉

空間整備推進交付金交付要綱（平成 24 年 7 月 17 日厚生労働省発老 0717 第 2

号）に規定する定期借地権利用による整備促進特別対策事業のための貸付け

に係る貸付金の使途、償還期間及び据置期間、貸付対象、貸付金の限度額並

びに利率については、第 6条、第 16 条、第 22 条、第 23条、第 26条及び附

則第 22 条中「土地取得資金」とあるのは「土地取得資金（定期借地権設定

に際して土地所有者に支払われた一時金（賃料の前払いとして授受されたも

のに限る。）を含む。）」とする。 

附 則（平成26年3月●日厚生労働大臣認可）  

第 1 条 この業務方法書の一部変更は、平成 26年 4月 1 日から施行する。  

第2条 この業務方法書の一部変更の施行の際機構が貸付けの申込みを受理し

ているものについては、変更前の附則（平成 15年 10 月 1 日施行）第 8条の

規定は、この業務方法書の一部変更の施行後も、なおその効力を有する。 

 

第 3 条 平成 26 年 3 月 31 日以前に、変更前の附則（平成 15 年 10 月 1 日施行）

第 20条に掲げる地域医療再生基金管理運営要領（平成 21 年 6 月 5 日医政発

第 0605008 号）に基づく補助金等の交付決定がなされた事業に係る同条の規

定は、この業務方法書の一部変更の施行後も、なおその効力を有する。 

 

別表2 別表２ 

 区分 施設及び事業の種類   区分 施設及び事業の種類  

 (略) (略)   (略) (略)  

 2 児童福祉法 障害児入所施設   2 児童福祉法 障害児入所施設  

  障害児通所支援事業    障害児通所支援事業  

  障害児相談支援事業    障害児相談支援事業  

  情緒障害児短期治療施設    情緒障害児短期治療施設  

  児童自立生活援助事業    児童自立生活援助事業  

  保育所    保育所  

  乳児院（第8条に規定する貸付け又

は次世代育成支援対策施設整備交

付金交付要綱（平成20年6月12日厚

   乳児院（第8条に規定する貸付け又

は平成24年度次世代育成支援対策

施設整備交付金（児童養護施設等の
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生労働省発雇児第0612001号）によ

り、家庭的養護のための貸付けに限

る。） 

家庭的養護への転換に係る分）交付

要綱（平成25年2月26日厚生労働省

発雇児0226第3号）に規定する整備

事業に係る貸付けに限る。） 

  (略)    (略)  

  児童養護施設（第8条に規定する貸

付け又は次世代育成支援対策施設

整備交付金交付要綱（平成20年6月

12日厚生労働省発雇児第0612001

号）により、家庭的養護のための貸

付けに限る。） 

   児童養護施設（第8条に規定する貸

付け又は平成24年度次世代育成支

援対策施設整備交付金（児童養護施

設等の家庭的養護への転換に係る

分）交付要綱（平成25年2月26日厚

生労働省発雇児0226第3号）に規定

する整備事業に係る貸付けに限

る。） 

 

  小規模住居型児童養育事業（次世代

育成支援対策施設整備交付金交付

要綱（平成20年6月12日厚生労働省

発雇児第0612001号）により、家庭

的養護のための貸付けに限る。） 

   小規模住居型児童養育事業（平成24

年度次世代育成支援対策施設整備

交付金（児童養護施設等の家庭的養

護への転換に係る分）交付要綱（平

成25年2月26日厚生労働省発雇児

0226第3号）に規定する整備事業に

係る貸付けに限る。） 

 

  認可を目指す認可外保育施設及び

小規模保育事業 

   （新設）  

 (略) (略)   (略) (略)  
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